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第 1 章 総論 

第１節 基本的事項 

1 計画策定の目的 

本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」と

いう。）に基づき、同法の目的である生活環境の保全と公衆衛生の向上を図り、一般廃棄物の適正な処

理を行うため、本町における一般廃棄物処理に係る基本的な事項を定める計画です。  

2 計画の位置付け   

本計画は、廃棄物処理法第６条第１項の規定に基づき策定するものであり、ごみ処理基本計画により

構成します。本町における一般廃棄物の排出抑制、再使用、再利用、適正処分等について計画的かつ適

正に行うための基本的な考え方を整理し、これらを具体化するための施策等を取りまとめるものです。 

上位計画である第七次小布施町総合計画との整合を図りつつ、長野県廃棄物処理計画におけるごみ処

理に関する目標や方向性に適合したものとします。また、令和４年に策定した小布施町環境グランドデ

ザインで設定した「ゼロ・ウェイスト」の方針や目標とも適合したものとします。  

 

図 1 一般廃棄物処理基本計画と他の計画との関係   

環境基本法 

循環型社会形成推進基本法 

個別のリサイクル関係法律 廃棄物処理法 

長野県廃棄物処理計画 

小布施町一般廃棄物処理基本計画 

小布施町一般廃棄物処理実施計画 

小布施町災害廃棄物処理計画 

第七次小布施町総合計画 

資源有効利用促進法 

小布施町環境グランドデザイン 

小布施町容器包装リサイクル法分別収集計画 
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3 計画の期間と範囲  

（1）計画期間 

    本計画のごみ処理基本計画は令和 8 年度から令和 17 年度までの 10 年間とします。なお、社会情勢等

に大きな変動がある場合は、必要に応じて見直しを行います。 

（2）対象範囲 

本計画の対象区域は、小布施町の全域とし、対象とする廃棄物は本町から発生する一般廃棄物（産業

廃棄物を除く）とします。  

図 2 廃棄物の分類と対象となる廃棄物 

  

本計画の対象となる廃棄物 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法令で定められた
20 種類 
1 燃え殻、2 汚泥、3 廃油、4 廃酸、5 廃アルカリ、 

6 廃プラスチック類、7 ゴムくず、8 金属くず、 

9 ガラス・コンクリート・陶磁器くず、10 鉱さい、11 がれき類、

12 ばいじん、13 紙くず、14 木くず、15 繊維くず、 

16 動物系固形不要物、17 動植物性残さ、18 動物のふん尿、 

19 動物の死体、 

20  1～19 の産業廃棄物を処分するために処理したもの 

産業廃棄物 

一般廃棄物 

家庭系ごみ 

一般ごみ 

生活排水・し尿 

ごみ 

事業系ごみ 

特別管理産業廃棄物 
爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害

を生ずるおそれのあるもの  

廃棄物 

特別管理一般廃棄物 
爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害

を生ずるおそれのあるもの 

粗大ごみ 
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4 小布施町総合計画、環境グランドデザインとの関係  

まちづくりの最上位計画として策定した第七次小布施町総合計画は、本町が目指す将来像「私たちが

いきいきと暮らし、つながりの力で輝くまち小布施」の実現に向けて、総合的かつ計画的なまちづくり

を推進するための各種個別計画の指針となる役割を担っています。  

 総合計画の基本理念の一つである「居心地よく住み続けたくなるまち」実現のための分野別目標「豊

かな自然が保たれ、環境負荷が抑えられているまち」の施策及び「環境グランドデザイン」において、

循環型社会の実現のため、住民が自らの日常生活や事業活動に伴い廃棄物等を発生させていることを認

識し、それぞれが担うべき責任と果たしうる役割について理解を深め、広報や環境学習を通じて廃棄物

の減量化と３R、リデュース（ごみの発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）への

取り組みを継続し循環型社会への転換を進めることとしています。 

 また、小布施町環境グランドデザインでは「環境防災先進都市」となることを目指し、「ゼロ・カー

ボン（温室効果ガスを出さない町）」「ゼロ・ウェイスト（ごみを出さない町）」「防災・レジリエン

ス（災害に備える町）」「サステナブルな観光（訪れる人もサステナビリティを感じられる町）」の４

つの基本方針を定めています。この中で掲げた「ゼロ・ウェイスト（ごみを出さない町）」の方針には、

「ごみになるものを使わない町（発生抑制と素材転換）」「地域内でごみを有効利用する町（地域内資

源循環と再使用促進）」「どうしても出るごみは最大限資源化する町（再生利用促進と適正処理）」を

定めており、2030 年までに可燃ごみ排出量を 2018 年比で 30%削減すること、地域内資源循環率を向上

させること、リサイクル率を 50%以上とすることを目標に掲げています。 
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第 2 節 小布施町の概況  

 1 位置と地勢    

（1）位置・自然・気候  

小布施町は、長野県の北東部、善光寺平の東縁に位置し、役場の所在地は北緯 36 度 41 分、東経 138

度 19 分にあります。東は雁田山を挟んで高山村に、西部は千曲川を経て長野市に、南部は松川を経て

須坂市に、北部は篠井川を挟んで中野市と接しています。 

町域は東西 5.7 ㎞、南北 4.8 ㎞、総面積 19.12 ㎢で、長野県で一番面積の小さな市町村です。東部に

そびえる雁田山（786.7m）を除き標高はおよそ 300m から 400m と北西に緩く傾斜した地形となってい

ます。 

気候は内陸性気候で寒暖の差が激しく、最高気温は 35℃、最低気温は－5℃まで下がります。年間降

水量は 1,000㎜以下と全国的に見ても少なく、寡雨気候となっています。 

特有の気候条件と、扇状地で酸性の礫質土壌は、りんごやぶどうなど味の良い果物と、色合いや風味

に秀でた特産の栗を産出しています。600 年の歴史を持つ大粒で良質な「小布施栗」を使った地場産業

の栗菓子は、信州の代表銘菓として伝統を誇り、全国に名を馳せています。 

（2）社会・経済的条件 

小布施町を南北に縦貫する広域幹線道路として、上信越自動車道、北信濃くだもの街道、国道18号及

び町の中心部に国道 403号があります。 

上信越自動車道は千曲川の右岸を南北に縦貫し、小布施パーキングエリアに ETC専用のスマートイン

ターチェンジが設置されています。国道 18 号は千曲川の左岸を一部通過しており、町内へのアクセス

として主要地方道豊野南志賀公園線が接続しています。国道 403 号は中心市街地を通り、中野市～須坂

市間をつなぐ南北軸となっています。また東部には北信濃くだもの街道が南北に走り、高速道路に平行

して県道村山小布施停車場線があります。 

鉄道は、長野市の長野駅と山ノ内町の湯田中駅までを結ぶ長野電鉄長野線があり、小布施駅、都住駅

が開設されています。 
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 2 人口と産業の動向  

（1）人口動態  

本町の人口は、1985年（昭和 60年）の 11,663人をピークに、ほぼ横ばいの人口を維持していました

が、2005年から 2015年は年 0.4％前後の減少が続き、2020年（令和２年）は 2015年（平成 27年）よ

り 0.4％の減少にとどまり、2020 年度（令和２年度）の総人口は 10,660人となりました。 

年齢３区分別人口の構成の推移をみると、1960 年（昭和 35 年）においては年少人口 30.3％、生産年

齢人口 63.1％、老年人口 6.6％でしたが、2020年（令和２年）までには年少人口 13.1％、生産年齢人口

51.7％と減少傾向、一方、老年人口は 35.2％と、増加傾向にあります。 

2045年（令和 27年）の構成は、年少人口 11.0％、生産年齢人口 45.3％、老年人口 43.7％となり、人

口構成の変化が予想されます。 

 

【年齢３区分別人口の推移】 

 

（出典：小布施町第七次総合計画、国勢調査） 
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（2）産業の動向  

本町の就業人口は、令和 2 年に 5,877 人であり、平成 12 年と比べて 861 人減少しています。産業別

の割合は、農業などの第 1 次産業が 21.5%、製造業を中心とする第 2 次産業が 24.6%、サービス業を中

心とする第 3 次産業が 53.9%であり、就業割合の増減は、第 3 次産業が増加、第 1 次産業及び第 2 次産

業が減少傾向にあります。 

【産業別就業者の推移】 

 

【産業別就業者構成比（2020年（令和２年））】

 

（出典:小布施町第七次総合計画、国勢調査） 
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第 2 章 ごみ処理基本計画 

第 1 節 ごみ処理の現状と課題  

本町のごみ処理は、町単独または北信保健衛生施設組合による広域でのごみ処理を行っています。 

また、びん、ペットボトル 、白色トレイ及びプラスチック製容器包装は容器包装リサイクル法に基づ

く処理を行うため分別収集を行っています。 

1 ごみ処理のシステム  

（1）家庭ごみの分別区分  

本町のごみの分別区分は、表 1のとおりです。 

表 1 ごみの分別区分 

区分 収集回数 排出方法等 

可燃ごみ 週２回 

指定ごみ袋に入れ指定集積所に排出 埋立ごみ 月 1 回 

プラスチック製容器包装 週２回 

缶・金属類 月２回 
指定ごみ袋に入れ指定集積所に排出、拠点回収所に設置された

箱コンテナ等に排出 

古紙類 月２回 
新聞紙、段ボール、雑誌・雑紙、紙パックに分け、種類ごとひ

もで縛って、指定集積所、拠点回収所に排出 

有害ごみ 年２回 

指定集積所、拠点回収所に排出 

種類（アルカリ・マンガン乾電池、コイン電池、ボタン電池、

小型充電式電池、蛍光管、鏡・水銀体温計）ごとに分ける 

小型家電等 年２回 拠点回収所に設置された箱コンテナ等に排出 

びん類 月 2 回 指定集積所、拠点回収所に設置されたコンテナに色分けをして排出 

ペットボトル 月 2 回 指定集積所、拠点回収所に設置されたネットに排出 

白色トレイ 月 2 回 指定集積所、拠点回収所に設置されたネットに排出 

廃食用油 年 12 回 拠点回収所に設置された専用容器に排出 

古着・古布 年４回 拠点回収所の指定位置に排出 

粗大ごみ 随時 事前に申し込みを行い、東山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ、民間業者に直接搬入 

し尿・浄化槽汚泥 随時 
許可事業者により引き抜きと清掃並びに運搬を行い、須高衛生

センターのし尿等投入施設へ投入 

家庭雑排水汚泥 随時 一般廃棄物収集・運搬業者により排出 
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（2）処理手数料  

    可燃ごみ、埋立ごみ、缶・金属類及び粗大ごみを北信保健衛生施設組合（東山クリーンセンター）へ

直接持ち込み処分する場合は、北信保健衛生施設組合清掃施設に関する条例により北信保健衛生施設組

合が処分手数料を徴収しています。また、し尿、浄化槽汚泥の処理手数料については、町廃棄物処理及

び清掃に関する条例により、収集運搬処理許可事業者が徴収しています。  

（3）処理体制  

    可燃ごみは、北信保健衛生施設組合の東山クリーンセンターで焼却しています。 

北信保健衛生施設組合の最終処分場で最終処分する埋立ごみは、東山クリーンセンターで発生した可

燃ごみ焼却灰と行政で収集した埋立ごみのみとしています。 

缶・金属類（金属製の粗大ごみを含む）、有害ごみ、白色トレイ、ペットボトル、びん及び有害ごみ

については、北信保健衛生施設組合の委託業者または指定法人によって資源化や再商品化しています。 

プラスチック製容器包装は、指定保管施設へ搬入し中間処理（選別・梱包）しています。 

古紙類、廃食用油及び古着・古布は委託業者により資源化をしています。  

表 2 処理体制の区分 

区分 処理方法 最終処分方法 処分実施者 

可燃ごみ 焼却 埋立、資源化 北信保健衛生施設組合 

プラスチック製容

器包装 
選別・圧縮・梱包 資源化 

（公財）日本容器包装リサイクル協会 

再商品化事業者 

缶・金属類 選別・圧縮・破砕 資源化 
北信保健衛生施設組合 

処分委託業者 

古紙類 選別・圧縮・梱包 資源化 処分委託業者 

有害ごみ 選別 資源化 処分委託業者 

小型家電等 選別 資源化 処分委託業者 

びん類 選別・圧縮・梱包 資源化 
（公財）日本容器包装リサイクル協会 

再商品化事業者 

ペットボトル 選別・圧縮・梱包 資源化 
（公財）日本容器包装リサイクル協会 

再商品化事業者 

白色トレイ 選別・圧縮・梱包 資源化 
（公財）日本容器包装リサイクル協会 

再商品化事業者 

廃食用油 選別 資源化 処分委託業者 

古着・古布 選別 資源化 処分委託業者 
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区分 処理方法 最終処分方法 処分実施者 

埋立ごみ 埋立 埋立 北信保健衛生施設組合 

粗大ごみ 選別・焼却・埋立 埋立、資源化 北信保健衛生施設組合、処分委託業者 

し尿・浄化槽汚泥 
前処理・希釈・流域下

水道管放流 
焼却 須高行政事務組合、処分委託業者 

家庭雑排水汚泥 随時 脱水・堆肥化 民間業者 

（4）最終処分  

本町の最終処分は、北信保健衛生施設組合の最終処分場で処分しています。 

（5）ごみ処理フロー 

令和 7年度の本町におけるごみ処理の流れは、図 3 のとおりです。  

図 3 ごみ処理フロー 

北信保健衛生施設組合 

東山クリーンセンター 
可燃ごみ 

缶・金属類 

びん・ペットボトル 

白色トレイ・有害ごみ 

中間処理 

資源化 

古紙類 

プラスチック製容器包装 
中間処理 

焼却残渣再資源化 

北信保健衛生施設組合 

最終処分場 

埋立ごみ 

粗大ごみ 中間処理 焼却 

最終処分 

し尿・浄化槽汚泥 

廃食用油 

古着・古布 再利用 

須高衛生センター 

小型家電等 
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2 ごみ処理の現状  

（1）ごみ排出量 

 本町の令和 6年度のごみ排出量は 2,691t（一般廃棄物処理実態調査）であり、平成 27年度以降の排出

量は人口微減となっているため、この 10年間はほぼ横ばいの増減で推移しています。 

また、令和 6 年度の 1人 1 日当たりのごみ排出量は 676g であり、近年は減少傾向にあります。 

 

（2）資源化量     

令和 6 年度の資源化量 は 360t（一般廃棄物処理実態調査）であり、 令和 3 年度以降は減少傾向にあ

りますが、分別の意識向上により減少率は小さくなっています。なお、缶(飲料)、古紙類、ペットボト

ル、及び白色トレイ等は小売店等での店頭回収や、福祉法人等の団体による回収活動も行われているこ

ともあり、これも減少要因の一つと考えられます。 

また、北信保健衛生施設組合の東山クリーンセンターでの焼却灰の一部は資源化しています。 

（3）リサイクル率 

令和６年度における本町のリサイクル率は 13.4％となっています。限りある天然資源の浪費を抑制し、

環境への負荷を軽減するためには、さらにリサイクル率を向上させる必要があります。 

 

 

図 4 リサイクル率等の推移（出典:一般廃棄物処理実態調査） 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

ごみ排出量（t） 3,014 2,945 3,056 2,981 2,847 2,891 2,941 2,923 2,735 2,691

資源化量（t） 555 528 525 515 424 484 454 439 405 360

人口（人） 11,216 11,130 11,097 11,014 10,968 11,002 11,000 10,985 10,989 10,911

１人１日当たり

排出量(g)
734 725 754 742 709 720 733 729 680 676

リサイクル率（％） 18.4 17.9 17.2 17.3 14.9 16.7 15.4 15.0 14.8 13.4
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（4）ごみ種類別の構成割合 

ごみ排出量に対する種類別の構成割合は、各年度概ね可燃ごみが 85％程度、資源ごみが 15％程度を

占める割合で推移しています。 

 

図 5 ごみ種類別の構成割合（出典:一般廃棄物処理実態調査） 

（5）最終処分量 

北信保健衛生施設組合の東山クリーンセンターでの可燃ごみの焼却灰と行政収集による埋立ごみを北

信保健衛生施設組合の最終処分場で処理しています。 

本町から排出される埋立ごみはほぼ横ばいで推移していますが、可燃ごみ焼却灰の資源化量の増加に

より、最終処分量は減少傾向にあります。 

 

 
 

 

 

 

 

 H27  H28  H29  H30  R1  R2  R3  R4  R5  R6

資源ごみ(t) 463 420 399 374 297 339 318 310 270 221

埋立ごみ(t) 49 48 57 52 52 48 51 49 41 38

可燃ごみ(t) 2,502 2,477 2,600 2,555 2,498 2,504 2,572 2,564 2,424 2,432

2502 2477 2600 2555 2498 2504 2572 2564 2424 2432
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（6）ごみ処理経費  

    本町のごみ処理経費は、年間約  8 千万円から 1 億２千万円で推移しています。このうち約 80％程度

は北信保健衛生施設組合の負担金、残りの多くは収集運搬やプラスチック製容器包装等の資源化に要す

る費用です。 住民 1人当たりの処理費用は 9千円から 1万円前後で推移していますが、近年は資材燃料

費や人件費の高騰に伴い増加傾向にあり、今後は、施設の老朽化に伴う施設の更新を含めた在り方の検

討が行われ、より一層の増加が見込まれます。 

 なお、北信保健衛生施設組合の処理施設は計画的に設備の更新等を行っており、平成 25～28 年度は

東山クリーンセンター（平成 10 年稼働開始）の基幹的設備改良工事を行い、機器・設備の機能回復と

施設の延命化を行いました。その内容は、ごみの高カロリー化へ対応した摺動式ストーカ（1）の導入や

トップランナーモーター（2）の採用、蒸気タービンの形式変更と大型化による発電量の向上などによる

効率化と二酸化炭素排出量の削減を目的としたものです。 

 
 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

処理及び収集運搬

管理費等(千円) 
79,504 84,645 80,837 72,798 89,065 98,669 104,383 107,612 113,218 122,700 

 うち負担金 63,230 68,710 65,277 57,275 73,210 81,887 88,111 90,718 96,353 106,016 

その他(千円) 1,313 1,326 1,314 1,326 1,530 1,182 1,805 1,835 2,584 1,998 

合計(千円) 80,817 85,971 82,151 74,124 90,595 99,851 106,188 109,447 115,802 124,698 

1 人当たり費用 

(円) 
7,206 7,724 7,403 6,730 8,260 9,076 9,653 9,963 10,538 11,429 

（負担金は北信保健衛生施設組合負担金） 

図 6 ごみ処理経費の推移  

                                                   

（1） 機械的に火格子（格子状の装置）上に送って燃焼させる装置。 

（2 ）省エネ性が高いモーター。 
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3 ごみ処理の課題  

ごみ処理には多くの温室効果ガスを排出することから、地球温暖化対策のためや環境負荷軽減のため

により一層のごみ減量の推進が必要です。 

また、一層高齢化が進む社会においてごみ出しが困難な世帯への対応や、ごみの分別の啓発や指導が

届きにくい若年単身者及び高齢者のみの世帯、外国人等に対するごみの分別や出し方の周知方法など、

社会構造の変化に伴う対応が課題となります。さらに、自然災害発生時における緊急時の対応や感染症

の流行に伴う外出自粛などの影響がある場合は、家庭から排出されるごみが増加する傾向があります。 

いずれの場合も住民に対してできるだけごみを発生させない、抑制する取り組みを推進する必要があ

ります。  

（1）ごみの減量化の課題  

1 人 1 日当たりごみの排出量は長野県の平均値よりも少ない状況（令和 5 年度の本町の実績では 1 人

1 日当たりごみ排出量は 680g（うち生活系ごみ 485g）、長野県の令和 5 年度の平均値 770g（うち生活

系ごみ 518g））であり、リデュースの意識が高い傾向がみられます。さらなる減量を推進するため、ご

みの発生抑制に関する啓発や、地域内事業者と連携した包装の削減等の施策が求められています。また、

事業系ごみの排出量は観光入込数にも大きく左右されることから一律に削減することは難しいと考えら

れますが、引き続き減量及び分別について啓発していくことが必要です。 

本町ではこれまで、ごみの減量化について、減量化の啓発を行うとともに電動生ごみ処理機の購入費

補助や生ごみ堆肥化処理容器（コンポスト等）の購入費補助を行い、水分を多く含む生ごみの排出抑

制・減量化対策に努めてきました。令和 5 年度に行った可燃ごみの組成調査では、生ごみと剪定枝や草

等の有機廃棄物の割合が多い現状にあることが分かりました。家庭ごみの 7 割は分別や堆肥化設備の導

入により資源として有効活用できると言え、これから減量をさらに進めるためには、 可燃ごみ組成の約

３割を示す生ごみを焼却処分から、資源化（堆肥化等）するための仕組みや処理ルートを検討していく

必要があります。 

ごみの排出を抑制するためには、一人ひとりが資源の大切さを自覚して取り組む必要があります。そ

のために使い捨て型ライフスタイルの見直しと、ごみの発生の抑制・減量化に係る施策の充実に加えて、

今後も新たな取り組みを検討し、住民、事業者及び行政が連携し廃棄物減量の活動を推進していく必要

があります。  
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図 7  R５ 家庭ごみ組成調査結果（組成調査対象量：2,218.2kg） 

（2）資源化の課題 

ごみは排出される段階で分別することにより比較的容易に資源化できるとされています。従来から

缶・金属類、びん、プラスチック製容器包装廃棄物の分別収集を行うことにより、ごみの分別や資源循

環に対する意識の向上を図っています。また、地域自治会、コミュニティ単位での回収や資源物の拠点

回収による資源循環（食品トレイ、紙パック、ペットボトル、紙類等の資源化）が行われ、中学校生徒

会ではアルミ・スチール缶、びん及び古紙等の集団回収が実施され、リサイクル活動が行われています。 

プラスチック製容器包装廃棄物は、容器包装リサイクル法に基づき、分別収集、再商品化が進められ

ています。これまでプラスチック製容器包装廃棄物以外のプラスチック使用製品廃棄物は、可燃ごみ等

として処理されていましたが、令和 5 年 4 月、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が施

行され、プラスチック製容器包装廃棄物以外のプラスチック使用製品廃棄物について、再商品化できる

仕組みが導入されていることから、プラスチック資源回収量の拡大と可燃ごみの減量を図ることを目指

し、令和 7 年度にプラスチック使用製品廃棄物の拠点での試験回収に取り組みました。まだ県内近隣で、

プラスチック使用製品廃棄物の再資源化業務を取り入れる委託処理業者は少ない状況であり、委託処理

単価が高額傾向となっています。業者選定や収集運搬方法等回収の頻度、時期等についても検討する必

要があります。 

また、令和４年度から、住民の資源回収拠点へのアクセスを改善するため、町内のスーパーマーケッ

ト駐車場での資源回収（不定期）を行う方法を取り入れました。場所のわかりやすさの向上や、曜日の

選択肢が増えたことなどにより、資源回収の利用者数の増加に一定寄与していると考えられます。   
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さらに、同年より年２回のリユース品回収（まだ使える不要品を無償で回収する事業）を開始し、毎年

数トン以上のまだ使えるリユース品について、ごみにしない取り組みを継続しています。令和 7 年度に

は、拠点回収の実施頻度向上のための実証実験を行い、更なる住民サービス向上のための検討を進めて

いきます。 

 

（3）収集運搬、中間処理、最終処分及び処理費用等の課題  

本町は、北信保健衛生施設組合の構成団体であり、当組合では、焼却施設や最終処分場を管理し広域

でごみ処理を行うとともに、ペットボトルやびんの収集運搬業務も行っています。これらの施設の維持

管理や処理等に係る経費の負担は、財政状況の見込みによると増加傾向にあります。 

また、本町は中間処理施設を保有していないため民間事業者へ処理を委託しており、その委託費が増

加傾向にあります。 

可燃ごみ、プラスチック製容器包装廃棄物、缶・金属類及び埋立ごみの収集運搬は、民間事業者への

委託により行っていますが、人材の確保や車両等の維持管理費の高騰などが課題となっています。 

今後、人口減少に伴い、ごみの総排出量は減少が見込まれますが、少子高齢化による相対的な財政負

担の増加や、資源ごみの再商品化品目の増加に伴い要する委託費の増加などが見込まれ、排出される段

階から中間処理までを考慮し、住民サービスに配慮しながらもより効率的なごみ処理体制について、ま

た、ごみの有料化等、処理費用を排出量に応じて負担する仕組みについても検討する必要があります。  
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第 2 節 ごみ処理の方針 

1 基本方針 

本町の美しく豊かな自然環境と街並み景観を次の世代に引き継ぐためにも、ごみの減量化への取り組

みと、貴重な資源が循環していくまちづくりが必要です。そのためには、これら取り組みの推進ととも

に、大量生産・大量消費型の経済社会から転換し、資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低

減され、将来にわたって持続可能な活動が行われる循環型経済(3)を目指すことが必要となります。  

また、循環型社会形成推進基本法の３R を意識した取り組みを推進し、循環型社会を推進するため町

民、事業者及び行政がそれぞれの立場に応じた役割分担をし、連携しながら施策を推進します。 

2 ごみの処理の目標と施策 

（1）町民・事業者・行政間の連携  

廃棄物は、循環型社会形成推進基本法に定める基本原則に則り、できる限りその発生を抑制し、次に

廃棄物となったものは、再使用、再生利用、熱回収の順にできる限り循環的な利用を徹底した上で、な

お適正な循環的利用が行われないものは、不法投棄や不適正処理の防止、その他環境負荷の低減に配慮

しつつ、適正な処理を確保することが基本となっています。 

なお、ごみの排出抑制は最優先に取り組むべき事項であり、循環型社会を形成するために、町民、事

業者及び行政が果たすべき基本的な役割分担のなかで、それぞれが積極的な取り組みを推進していくと

ともに、それぞれの立場で連携しながら取り組むこととします。  

①町民   

一人ひとりがごみの排出者であることを認識し、商品の購入、使用及び消費に当たっては環境に配慮

し、自らごみの排出抑制に取り組むとともに、環境負荷軽減を意識して日々の生活様式を見つめ直しま

す。また、限りある資源の有効活用に向け、分別や資源化の徹底に努め、資源回収や環境活動に積極的

に参加します。  

②事業者 

  事業活動に伴い発生するごみの発生抑制や分別による資源化の推進など、環境に配慮した事業活動を

行うとともに、発生したごみは事業者の責任のもと適正な処分に努めます。 

                                                   

（3）あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大化を図る経済。サーキュラーエコノミー。 



 

- 17 - 

③町 

  町民及び事業者との連携を図り、循環型社会の仕組みづくりを推進します。ごみの分別方法をわかり

やすく周知や啓発を行うとともに、SDGs や ESD（4）の面から環境教育等での啓発を併せて行うなど、

様々な機会を通じて３R に関する情報を発信します。また、町内における一般廃棄物の排出状況を把握

し、人口減少や高齢化の進行などに伴う社会構造の変化に対応する仕組みを検討します。  

（2）ごみ排出量の推計 

計画最終年度におけるごみ排出量等の目標値を定めるために必要な要素の推計値を算出します。 

① 将来人口の推計 

ごみ排出量の推計に当たっては本町の将来人口を推計する必要があります。第七次小布施町総合計画

では、令和 17 年（2035 年）に人口１万人を維持するため、令和 27 年（2045 年）まで毎年子育て世代

12 世帯 48 人の転入超過と、合計特殊出生率 1.51（5）の維持を目指すこととしています。この推計で

は令和 17 年には 10,043人まで減少する見込みです。  

 

図 8 将来人口の推計 （出典：第 7次小布施町総合計画） 

                                                   

（4）SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）：国連が定めた 2030 年までの持続可能な開発目標。資源循環

やごみ削減は主要な取組分野の一つ。 

   ESD（Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育）：持続可能な社会づくりを担う人材育成を目的

とした教育・啓発の考え方。 

（5）2018 年（平成 30 年）～2023 年（令和 5 年）の人口動態統計の出生数及び死亡数、並びに 2020 年（令和２年）国勢調査による

日本人の人口を基に作成   
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②ごみ排出量の推計 

平成 27 年度から令和 6 年度までの１人１日あたりごみ排出量実績値を基に、令和 7 年度から令和 12

年度までの１人１日あたりごみ排出量を対数近似により推計し、この値に将来人口推計値を乗じて算出

しています。 

令和 12年度には、ごみ排出量は合計で 2,607tと見込まれ、令和 6年度比およそ 3%減となる見込みで

す。なお、1人 1日当たりの排出量は 696gと見込まれます。ごみ総排出量は減少傾向となる見込みです

が、1人 1 日当たりの排出量は人口減少の影響により減量幅が少ないものと推測されます。 

一方で、インバウンド需要に伴う観光入込数の増加や外国人観光客の増加を考慮していないため、観

光入込数が増加した場合は、事業系ごみの排出量増加が見込まれ、ごみ排出量合計の減少幅が少なくな

ります。 

 

 
実績値 推計値 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

可燃ごみ(t) 2,502 2,477 2,600 2,555 2,498 2,504 2,572 2,564 2,424 2,432 2,477 2,439 2,399 2,395 2,358 2,320 

埋立ごみ(t) 49 48 57 52 52 48 51 49 41 38 56 55 54 54 53 52 

資源ごみ(t) 463 420 399 374 297 339 318 310 270 221 250 247 243 242 238 235 

合計(t) 3,014 2,945 3,056 2,981 2,847 2,891 2,941 2,923 2,735 2,691 2,783 2,740 2,696 2,691 2,649 2,607 

１人１日当

たりごみ排

出量(g) 

734 725 754 742 709 720 733 729 680 676 703 701 700 698 697 696 

図 9 ごみ排出量の推計（出典：R6 まで一般廃棄物処理実態調査、R7 から推計値） 
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（3）ごみ処理の目標値 

    ごみ排出量の推計結果では、今後の大幅な減少は見込まれませんが、各種削減・減量策を展開するこ

とにより、小布施町環境グランドデザインの達成を目指し本計画の最終年次における目標値を次のとお

りとします。 

表 3 ごみ処理の目標値 

区分 
R6 年度 

実績値 

R12年度 

目標値 

R17年度 

目標値 
備考 

ごみ総排出量 2,691t 2,081t 2,000t 

小布施町環境グランドデザ

インの 2030 年可燃ごみ排

出量目標である 1,794t を反

映(R12 推計値 2,320t から

526t 減) 

1 人 1 日当たりごみ排出量 676g 555g 546g 
特に生活系ごみの減量を目

指します 

リサイクル率 13.4% 50% 55% 

小布施町環境グランドデザ

インのリサイクル率目標を

目指します 

（4）ごみ処理の施策 

①ごみ排出量の削減の啓発 

・ 広報紙やウェブサイトでのごみの減量に関する情報発信を行います。LINE なども活用し、より広 

く住民への周知を行います。 

・ 自治会の環境美化委員長の研修会や会議など、より多くの機会を捉えて情報発信します。 

・ 量り売りやテイクアウト容器のリユース、プラスチック包装の削減等、町内におけるリデュースの 

取り組みを積極的に広報します。 

② 生ごみの減量の推進 

・ 電動生ごみ処理機及び堆肥化処理容器（コンポスト）の購入費補助を継続し、生ごみの減量を推進 

します。 

・ 食品ロスを発生させないための方法、フードドライブ事業などについて情報発信します。 

・ 学校給食センター、保育園や認定こども園から発生する生ごみについては、水切りや分別の徹底を 

図るとともに堆肥化、飼料利用などの資源化ルート体制の構築を検討します。 

・ 町内の家庭由来の生ごみについても、自家処理の推進に留まらない、堆肥化等の資源化ルート体制 

の構築推進について検討していきます。 

・ 事業所においては分別を徹底するとともに、生ごみが出ないよう調理方法を工夫、販売量に見合っ 
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た数量の食材発注等を行うなど廃棄量減量を推進します。 

 

③  ごみの分別や資源化の推進 

・ 広報紙やウェブサイトでのごみの分別や資源化に関する情報発信を行います。 

・ 各自治会の環境美化委員、不法投棄防止指導員の研修会や会議など、より多くの機会を捉えて情報 

発信します。 

・ 環境美化協議会や小中学校を通じて、SDGsや ESD の面からもごみの分別や資源化及び環境につい 

て学習する機会を設けます。 

・ 各種処理施設の見学を行い適正なごみの分別や資源化について学習の機会を設けます。 

④ ごみの分別に係る情報提供 

・ 資源物・ごみ分別収集カレンダーを毎年作成し、ごみの分別や資源化などの情報提供をします。  

また、より詳細なごみの分別等を掲載した冊子を定期的に作成します。 

・ 外国語のごみ分別表を作成し、外国人向けにごみ出しのルールやごみの分別の情報提供をします。 

⑤ 資源物の自主、拠点回収の促進 

・ 資源物に対する意識啓発のため、資源物の自主、拠点回収において分別のルールや情報提供を継続 

し、ごみの資源化を促進します。 

・ 町内の資源物の拠点回収の利便性向上のため、実施頻度や体制について検討します。 

⑥ 活動への支援 

・ 各自治会の環境美化委員会の活動を推進するため、環境美化運動の日などの清掃活動等への支援を

継続します。 

・ 資源化に積極的に携わる住民へのポイント還元等の仕組みづくりを検討します。 

⑦ 適正なごみ処理体制の確保 

・ 各自治会で設置する指定集積所のネットやコンテナ等の備品を無償で貸与するなど、指定集積所の 

適正な運用体制を確保します。 

・ 現状のごみ収集運搬体制を維持し、安定した収集運搬を実施するとともにより効率的な収集運搬を

行います。  

・ 北信保健衛生施設組合が設置運営する可燃ごみ焼却施設や最終処分場等の施設や設備の更新、維持 

管理等に係る経費の負担をし、ごみ処理体制を確保します。 

・ 産業廃棄物と一般廃棄物についての分別を行いそれぞれ適切な処理を行います。 



 

- 21 - 

⑧ ごみの有料化制度の導入の検討 

・ 排出者がごみ処理にかかる費用の一部を負担する有料化制度は、排出量に応じた費用負担の公平化 

が図られるとともに、排出者の分別精度の向上といった意識高揚につながる有効な手段と考えられ

ます。また、ごみ排出量が減少することで、焼却などの中間処理量・最終処分量も削減することが

できるため、処理や処分にかかる費用、ごみの収集運搬・処理における温室効果ガス排出量の抑制、

さらには脱炭素社会の実現につながることが期待されることから、導入に向けた検討を行います。 

⑨不法投棄防止のための環境づくり 

・ 広報紙やウェブサイトにより不法投棄防止の啓発を行います。  

・ 不法投棄防止看板を作成し、不法投棄が発生する場所の地権者等に看板を貸し出し、カメラの設置

の検討など、不法投棄防止の注意喚起を行います。  

・ 不法投棄物の回収を行い、不法投棄が不法投棄を呼ばないような環境づくりを推進します。  

⑩災害廃棄物の処理  

 ・ 災害発生時の災害廃棄物の処理を適正かつ迅速に行うための災害廃棄物処理計画について必要に応 

じて見直しを行います。 

 


